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要 旨

① オバマ政権期には、アジア太平洋における米軍の前方展開態勢見直しが大きな注目を
集めたが、欧州でもアジア太平洋と同等あるいはそれ以上の変化が起きていた。その引
き金となったのは、2014年 3月のロシアによるクリミア併合である。アジア太平洋にお
ける米軍再編の主目的が、中国軍の近代化と海洋進出への対応であるのと同様に、在欧
米軍の再編も、増大するロシアの脅威への対処を目的として行われている。

② 冷戦の終結を受け、在欧米軍の兵力は 1990年代に大きく削減された。2000年代には、
ブッシュ政権によるグローバルな米軍の態勢見直しが行われたが、その際にも在欧米軍
は削減の対象となった。さらにオバマ政権下では、国防費削減が大きな課題に浮上した
こともあり、在欧米軍の更なる削減が行われた。

③ しかし、2014年 3月のロシアによるクリミア併合を契機として、西側諸国の対露認識
は極度に悪化し、オバマ政権は直ちに在欧米軍の増強を開始した。このプレゼンス強化
策は、「欧州安心供与イニシアティヴ」（European Reassurance Initiative: ERI）と名付けられて
いる。ERIの最大の特徴は、近代的軍隊であるロシア軍との戦闘を視野に入れ、重装備
部隊の欧州への展開や重装備の事前集積を重視していることである。

④ ERIで実施されているのは、米本土から部隊を欧州、特に東欧やバルト 3国にローテー
ション展開し、共同訓練を実施すること、装備の事前集積や施設の修繕などにより米軍
の即応性を向上させること、バルト海及び黒海への海軍部隊の展開を増強することなど
である。トランプ政権も、ERIについては前政権の方針を踏襲している。また、米軍と
歩調を合わせる形で、北大西洋条約機構（NATO）も、東欧・バルト 3国でのプレゼンス
強化策である即応行動計画（RAP）を開始した。一方、こうした動きに対して、ロシアは
強く反発している。

⑤ NATO諸国も、ロシアとの戦争が現実に差し迫っていると考えているわけではなく、
在欧米軍の兵力構成や配置は対露関係の行く末により左右されるであろう。一方で、テ
ロリストや武装勢力との戦いを 10年以上にわたり遂行してきた米軍にとって、中露の
ような軍事大国による挑発的行動に対抗できる態勢の再構築は、極めて重要な課題と
なっている。そのため、近代的軍隊との戦闘に備えた態勢の整備という基本方針は、今
後も維持されると思われる。

50 レファレンス 803 号 2017. 12 国立国会図書館 調査及び立法考査局

2000年代以降の在欧米軍再編の動向



049-2000年代以降の在欧米軍再編の動向_福田様.mcd  Page 3 17/12/13 16:58  v5.51

はじめに

オバマ（Barack Obama）政権期には、アジア太平洋における米軍再編が大きな注目を集めたが、
欧州でもアジア太平洋と同等あるいはそれ以上の変化が起きていた。アジア太平洋における再
編の主目的が、中国軍の近代化と海洋進出への対応であるのと同様に、在欧米軍の再編も、増
大するロシアの脅威への対処を目的として行われている。
冷戦期の在欧米軍の主任務は、近代的な軍隊であるソ連軍との戦争に備えることであった。

そのため、米軍は西ドイツに大規模な機甲部隊を駐留させていた。しかし、冷戦が終結すると
在欧米軍の兵力は大きく削減され、さらに 2001年 9月 11日の同時多発テロ発生後は、在欧米
軍の部隊の多くがイラクとアフガニスタンに繰り返し派遣された。しかも、テロや小規模地域
紛争などへの即応が重視されるようになったため、より軽量で機動力の高い部隊が欧州でも求
められた。こうした動きを象徴していたのが、冷戦期の在欧米陸軍の主力であった戦車部隊の
欧州からの完全撤退であった。
こうした状況を一変したのが、2014年 3月のロシアによるクリミア併合である。このロシア
の行動により、西側諸国の対露認識は極度に悪化した。オバマ政権は直ちに在欧米軍の増強を
開始し、戦車部隊も欧州へと舞い戻った。オバマ政権が特に重視したのは、ロシアに近く、そ
の脅威を深刻に懸念しているバルト 3国や東欧諸国の不安解消であった。クリミア併合後に米
軍が開始したプレゼンス強化策が「欧州安心供与イニシアティヴ」（European Reassurance Initiative:

ERI）と名付けられたのも、このためである。
ERIの最大の特徴は、ロシア軍との戦闘を視野に入れ、重装備部隊の欧州への展開や重装備の

事前集積を重視していることである。この点について、スカパロッティ（Curtis M. Scaparrotti）欧州
軍司令官は、2017年 3月 23日の上院軍事委員会公聴会で次のように述べている。「欧州軍は、
直面する脅威に適切に対処し続けるため、態勢、作戦計画、即応能力を調整している。要するに、
欧州軍の歴史的役割である抑止と防衛に焦点を当てた戦闘部隊へと回帰しているのだ」(1)。
本稿の目的は、近年の在欧米軍再編の背景と動向を把握することにある。まず第Ⅰ章では、

在欧米軍の基地と部隊を簡単に紹介する。その上で、第Ⅱ章において、ブッシュ（George W. Bush）
政権期に行われた在欧米軍の再編を概観し、第Ⅲ章で、クリミア併合前にオバマ政権が行って
いた在欧米軍再編の内容を確認する。次いで、第Ⅳ章において、ロシアによるクリミア併合が
米国の対露認識に与えた影響を検討する。そして、第Ⅴ章で ERI 及び北大西洋条約機構
（NATO）の枠組みで行われている即応行動計画（RAP）の全体像を解説し、最後に第Ⅵ章で、ク
リミア併合後の在欧米軍再編の具体的動向を記述する。

Ⅰ 在欧米軍の態勢の現状

在欧米軍の主力は、ロシアを含む欧州全域を管轄する欧州軍（European Command）である。
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＊ 本稿における肩書は全て当時のものであり、URLへの最終アクセス日は 2017年 10月 29日である。
⑴ Stenographic Transcript before the Committee on Armed Services, United States Senate, Hearing to Receive Testimony on

United States European Command, March 23, 2017, p.14. <https://www.armed-services.senate.gov/imo/media/doc/17-24_

03-23-17.pdf>
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2016年 3月の欧州軍司令官の議会証言によれば、欧州軍の管轄区域内に展開する米軍の兵員数
は約 62,000万人であるが、そのうち約 52,500人が欧州軍所属で、残りの約 9,500人はアフリカ
軍や輸送軍などの要員である(2)。欧州軍の主要な基地と展開部隊は表 1のとおりであるが、以
下では若干の補足説明を行う。

後述するように、ブッシュ及びオバマ両政権期の態勢見直しにより、欧州陸軍の常駐兵力は
第 2騎兵連隊と第 173空挺旅団戦闘チーム（BCT）の計 2個 BCTにまで削減された。ストライ
カー装輪装甲車を運用する第 2騎兵連隊の兵員数は約 5,000人と旅団クラスであり、米軍もス
トライカー BCTとしてカウントしている(3)。
欧州海軍の主力は第 6艦隊であるが、欧州に常駐しているのは旗艦のみで、その他の艦艇は
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⑵ United States European Command, Hearing before the Committee on Armed Services, United States Senate, S. HRG. 114-

649, March 1, 2016, p.7.アフリカを管轄するアフリカ軍の司令部は、欧州軍と同様にドイツのシュトゥットガルト
に置かれている。米軍はアフリカに大規模部隊を常駐させておらず、欧州軍の部隊の一部がアフリカ軍傘下部隊
としての役割を兼ねている。また、欧州軍に属さない部隊が管理する在欧米軍基地としては、グリーンランドの
チューレ空軍基地がある。北極点に近いチューレには、空軍スペース・コマンドの所属部隊（レーダー等を運用す
る弾道ミサイルの早期警戒部隊である第 12宇宙警戒中隊、人工衛星の追跡・管制部隊である第 22宇宙作戦中隊
第 3分遣隊及び第 23宇宙作戦中隊第 1分遣隊）が駐留している。ソ連からの弾道ミサイル攻撃が深刻に懸念され
ていた冷戦期には 1 万人以上の兵員がチューレに駐留していたが、現在は約 100 人にまで削減されている。
Department of Defense, “Far-North Base Connects Air Force to its Satellites,” April 18, 2017. <https://www.defense.gov/
News/Article/Article/1155439/far-north-base-connects-air-force-to-its-satellites/> 以下、Department of Defenseは DoDと
略記する。
⑶ Headquarters, US Army Europe, “Fact Sheet: 2nd Cavalry Regiment,” October 20, 2015. <http://www.eur.army.mil/

organization/factsheets/FactSheet_2ndCAV.pdf>

表１ 在欧米軍の主要な基地と展開部隊

陸軍第 173空挺 BCT（偵察部隊、砲兵部隊）グラーフェンヴェーア
陸軍第 2騎兵連隊（ストライカー BCT）フィゼック

欧州陸軍司令部、陸軍第 66軍事インテリジェンス旅団、陸軍第 2戦域
信号旅団（司令部）ヴィスバーデン

欧州軍司令部、欧州海兵隊司令部シュトゥットガルト

ドイツ

主要展開部隊都市国

欧州空軍司令部、第 3空軍司令部、空軍第 86空輸航空団ラムシュタイン
陸軍第 7陸軍訓練コマンド（訓練場管理部隊）グラーフェンヴェーア
陸軍第 10陸軍防空・ミサイル防衛コマンド（PAC-3部隊）カイゼルスラウテルン
陸軍第 12戦闘航空旅団（ヘリ部隊）イレスハイム
陸軍第 12戦闘航空旅団（司令部、ヘリ部隊）アンスバッハ

アヴィアノ
海軍第 6艦隊の哨戒機部隊シゴネラ（シチリア島）
海軍第 6艦隊の旗艦（指揮艦マウント・ホイットニー）ガエタ
欧州海軍司令部ナポリ
陸軍第 173空挺 BCT（司令部、2個空挺歩兵大隊、工兵部隊）ヴィチェンツァ

イタリア

空軍第 52戦闘航空団（1個 F-16戦闘飛行中隊）シュパンダーレム

空軍第 39航空基地団（飛行場の管理部隊）インジルリクトルコ
海軍スーダ・ベイ支援活動部隊（補給基地の管理部隊）スーダ・ベイ（クレタ島）ギリシャ
海軍第 6艦隊のアーレイ・バーク級駆逐艦 4隻ロタスペイン
空軍第 100空中給油航空団、第 352特殊作戦航空団ミルデンホール

空軍第 48戦闘航空団（2個 F-15E戦闘飛行中隊、1個 F-15C戦闘飛行
中隊、2個救難飛行中隊）レイクンヒースイギリス

空軍第 31戦闘航空団（2個 F-16戦闘飛行中隊）

（出典) 各部隊のウェブサイトに掲載された情報を基に筆者作成。
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米本土などから随時派遣されるのが通例である。この原則は現在も変化していないが、オバマ
政権が推進したミサイル防衛（MD）計画の一環で、アーレイ・バーク級駆逐艦 4隻が例外的に
スペインのロタ海軍基地に常駐するようになった（Ⅲ 2参照）。
欧州海兵隊は 2010 年に、ルーマニアとブルガリアに展開する黒海ローテーション部隊

（BSRF）を創設した。もともと、両国には 2008年から陸軍部隊が派遣されていたが、アフガニ
スタン等での軍事作戦に兵力を割かねばならず、当初予定していた旅団規模の部隊を展開でき
なかった。そのため、2010年以降は、海兵隊が数百人規模の BSRFを米本土から両国にロー
テーション展開することとなった(4)。

Ⅱ ブッシュ政権期の在欧米軍再編

１ グローバル・ポスチャー・レヴューの戦略目標
平時からほぼ世界全域に部隊を展開させている国家は、世界でも米国のみである。冷戦期に

米軍は、共産圏からの侵攻が予想される西ドイツと韓国に大規模な戦闘部隊、特に重装備の陸
軍部隊を配備するとともに、想定される主戦場の背後に位置する日本、イギリス、イタリア等
を海空軍の拠点として活用していた。しかし、冷戦が終結すると、大規模な前方展開兵力を維
持する必要性は低下した。
ただし、1990年代には、国防費の削減と兵力の縮小が喫緊の課題となっていたこともあり、

在外米軍の態勢に関しては質的転換（配置や前方展開部隊の能力の抜本的修正）よりも量的削減が
優先された。ソ連崩壊によって最も大きな影響を受けたのは、当然、在独米軍であった。1990

年 9月末に 227,586人であった在独米軍の兵員数は、2000年 9月末には約 3分の 1の 69,203人
にまで削減された（表 2）。これほど劇的ではないが、在英米軍も同期間に 25,111人から 11,207

人へと半減している。ただし、在独米軍の主力が戦車等を擁する重装備部隊であることに変化
はなかった。一方、東アジアでは、冷戦終結後も朝鮮半島や台湾海峡をめぐる緊張が解消され
なかった上、新たに北朝鮮による核・ミサイル開発問題も浮上したため、在韓米軍と在日米軍
の態勢が大きく修正されることはなかった。
このため、2001年 1月に発足したブッシュ政権は、米軍の態勢を改革するためのグローバル・

ポスチャー・レヴュー（GPR）に着手した。例えば、ラムズフェルド（Donald H. Rumsfeld）国防長
官は、2004年 9月 23日の上院軍事委員会公聴会で次のように述べて GPRの必要性を訴えてい
る。「現在の米軍の配置が深刻なまでに時代遅れであることは明らかだ。米軍の大部分は、過
去 50年間何も変わっていないかのように、例えば、ドイツの北部平原を突破して侵攻してくる
ソ連の戦車にドイツが身構えているかのように、配置され続けている。韓国でも、米軍は 1953

年に朝鮮戦争が終結した時の配置のまま凍結されている」(5)。
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⑷ US Marine Corps Forces, Europe, “Black Sea Rotational Force.” <http://www.marforeur.marines.mil/Portals/115/Docs/

MFE%20BSRF%20TrifoldFINALpub.pdf>
⑸ The Global Posture Review of United States Military Forces Stationed Overseas, Hearing before the Committee on Armed

Services, United States Senate, S. HRG. 108-854, September 23, 2004, p.13.
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こうした認識に基づき、ブッシュ政権は、2001年 9月末に公表した報告書「4年ごとの国防
見直し」（QDR2001）において、「西欧と北東アジアに集中した海外プレゼンス態勢は、新たな戦
略環境には不適切である」と述べ、ペルシャ湾、インド洋、太平洋の周辺等に新たな活動拠点
（遠征作戦の足掛かりとなる小規模基地等）を構築すると表明した(6)。同年 9月 11日の同時多発
テロが発生する前から、ブッシュ政権は、現代の脅威はテロ、ならず者国家、大量破壊兵器拡
散などであるとの認識を示していた(7)。GPRの主目的も、これらの脅威への対処能力を向上さ
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⑹ DoD, Quadrennial Defense Review Report, September 30, 2001, pp.25-27.

⑺ 福田毅『アメリカの国防政策―冷戦後の再編と戦略文化―』昭和堂, 2011, p.213.

表２ 米軍の前方展開兵力の推移（1955～2015 年（1）、単位：人）

（注 1) 1955年は 6月末、1960年以降は 9月末のデータ。
（注 2) ハワイと太平洋の米国領（グアムなど）を含む。
（注 3) 中・東欧及び旧ソ連圏を含む。
（注 4) 1955年から 2005年までは洋上展開兵力を除く。2010年及び 2015年は洋上展開兵力を含む。
（注 5) 占領下の沖縄を含む。
（出典) Department of Defense, “Deployment of Military Personnel by Country,” June 30, 1955, September 30, 1960,
September 30, 1965, September 30, 1970, September 30, 1975; id., “Active Duty Military Personnel Strengths by Regional
Area and by Country,” September 30, 1980, September 30, 1985, September 30, 1990, September 30, 1995, September 30,
2000, September 30, 2005; id., “Counts of Active Duty and Reserve Service Members and APF Civilians, By Location
Country, Personnel Category, Service and Component,” September 30, 2010, September 30, 2015を基に筆者作成。
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せることにあった。ブッシュ政権は、現代の脅威の性質からして危機や紛争がいつどこで発生
するかを事前に予測することは困難であるため、冷戦期のように大規模な地上兵力を特定地域
に貼り付けるのではなく、機動力に富んだ部隊を柔軟かつ即座に世界各地に投入できる態勢を
構築すべきだと考えていたのである(8)。

GPRで特に重視されたのは、前方展開部隊の即応展開能力と戦闘能力の強化（量よりも質の重
視）や、米軍の行動の自由の拡大（特に米軍接受国から域外への即応展開の円滑化）である(9)。ブッ
シュ政権の狙いは、前方展開部隊や海外基地の役割を修正することにあった。冷戦期において
は、それらは主として米軍接受国やその周辺地域の防衛のために存在していた。しかし、ブッ
シュ政権は、紛争地への即応展開を可能にするための拠点もしくは経由地として海外基地を活
用し、それらを足掛かりとして前方展開部隊を柔軟に世界各地に投入できるような態勢を構築
しようとしたのであった。

２ ブッシュ政権による在欧米軍再編の概要
2004年 9月 23日の公聴会でラムズフェルド国防長官が提示した GPRの全体像は、次のよう

なものであった。まず、英独伊日韓などにある大規模基地は一部統合して維持した上で、他地
域に小規模な基地を確保する。小規模基地では、部隊のローテーション展開や装備の事前集積
を行い、必要なときには施設を拡大できる態勢も維持する。具体的には、アジアでは、在日・
在韓米軍の基地・司令部を整理統合した上で、海空兵力を追加的に前方展開させる。欧州では、
即応展開可能な軽装備の地上部隊と特殊部隊を増強する。中東、アフリカ、南半球では、小規
模基地の獲得に努める(10)。
在欧米軍に関しては、次のような措置が採られた(11)。まず、2005年 4月 7日に欧州陸軍が発
表した再編計画は、兵員数を約 62,000人から約 24,000人に削減し、ドイツに駐留する重装備の
2個師団（第 1歩兵師団と第 1機甲師団）を米本土に順次帰還させる一方で、新たに 1個ストライ
カー BCTをドイツに配備するというものであった(12)。また、この計画では、イタリアのヴィ
チェンツァに駐留する第 173空挺 BCTを約 2,000人から約 3,000人に増強することや、2008年
から東欧に部隊をローテーション展開することも決定された(13)。
その後、ドイツからの 2個師団削減については、部隊のうち 2個 BCTは師団の本土移転後も
ドイツに一時残留させ、最終的には 2013会計年度までに全部隊を本土に帰還させるとの計画
が 2007年 12月 19日に発表された(14)。残留した部隊は第 1機甲師団第 2旅団と第 1歩兵師団
第 2旅団で、それぞれ第 170BCT、第 172BCTへと部隊名を改称し、バウムホルダーとグラー
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⑻ GPRについては、次を参照。同上, pp.218, 232-238; 福田毅「米軍の変革とグローバル・ポスチャー・レヴュー
（在外米軍の再編）」『レファレンス』653号, 2005.6, pp.62-86. <http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_999888_
po_065303.pdf?contentNo=1>
⑼ The Global Posture Review of United States Military Forces Stationed Overseas, op.cit.⑸, pp.13-14.

⑽ ibid., p.14.

⑾ 2005年までの在欧米軍再編の詳細は、次を参照。福田毅「在欧米軍の現状と再編の動向」『レファレンス』655

号, 2005.8, pp.67-89. <http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_999880_po_065504.pdf?contentNo=1>
⑿ US Army Europe, “Update on the Impacts of Global Rebasing on United States Army Forces in Europe,” Bell Sends, 18-

05, April 7, 2005, p.1. <http://www.eur.army.mil/transformation/>
⒀ ibid., p.2.

⒁ US Army, “Army Announces Stationing Decisions,” December 19, 2007. <https: //www.army.mil/article/6676/Army_

Announces_Stationing_Decisions>
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フェンヴェーアで駐留を続けた。後述するように、オバマ政権下でも計画は修正されず、2個
重 BCTの撤退は予定どおり実施された。
在欧米軍再編の意図は、欧州陸軍の中核を即応展開能力の高いストライカー部隊や空挺部隊

とし、かつ、中東に展開する際の中継地点となる東欧に小規模の拠点を構築することにあった。
東欧については、2005年 12月 6日に米国とルーマニアの間で、ミハイル・コガルニチャヌ
（Mihail Kogalniceanu）空軍基地やババダグ（Babadag）訓練場などの使用を米軍に認める協定が締
結された(15)。また、ブルガリアとの間でも、ノヴォ・セロ（Novo Selo）訓練場、ベズメル（Bezmer）
空軍基地、グラフ・イグナティエボ（Graf Ignatievo）空軍基地の使用協定を 2006年 4月 28日に
締結した(16)。
欧州海軍は、ロンドンにあった欧州海軍司令部とイタリアのガエタにあった第 6艦隊司令部
をナポリに集約したほか(17)、潜水母艦 1隻が母港として使用していたイタリアのサルディニア
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⒂ “Agreement between the United States of America and Romania Regarding the Activities of United States Forces Located

on the Territory of Romania,” December 6, 2005. 以下、中・東欧など日本では馴染みの薄いであろう地域の地名・基
地名には英語表記を付す。
⒃ “Agreement between the Government of the United States of America and the Government of the Republic of Bulgaria on

Defense Cooperation,” April 28, 2006.

⒄ Department of Defense Authorization for Appropriations for Fiscal Year 2006, Hearings before the Committee on Armed

Services, United States Senate, S. HRG. 109-22, PT. 1, March 1, 2005, p.421; “Transformation: Navy Shifts Its Priority away

from the North Atlantic,” Stars and Stripes, June 21, 2007. <http://www.stripes.com/news/transformation-navy-shifts-its-

priority-away-from-the-north-atlantic-1.65603>

図 中・東欧における主要な米軍の基地・展開地

（注) グレーの国は NATO加盟国。
（出典) 筆者作成。
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島ラ・マッダレナの基地を 2008年 2月末に閉鎖・返還した(18)。また、海軍の P-3C哨戒機と空
軍の F-15戦闘機等が使用していたアイスランドのケフラヴィック海軍航空基地も、2006年 9

月末に閉鎖された。ただし、ケフラヴィックについては、アイスランドが施設を維持管理し、
米国や他の NATO諸国の航空機が必要に応じ展開することとされた(19)。

Ⅲ クリミア併合前に行われたオバマ政権による在欧米軍再編

１ 部隊の削減と基地の整理統合
後述する欧州へのMD配備を除けば、オバマ政権初期に在欧米軍の態勢が話題に上ることは
少なかった。部隊再編で目立った動きは、ドイツのシュパンダーレム空軍基地に配備されてい
る F-16戦闘機の削減が 2010年 4月に開始され、飛行中隊の数が 2個から 1個へと減少したこ
とくらいであった(20)。
状況に若干の変化が生じたのは、2012年のことである。リーマンショック後の急速な連邦財

政の赤字拡大を受け、オバマ政権は大規模な国防費の削減を余儀なくされた(21)。この事態に対
応するため国防省は戦略の見直しに着手し、2012年 1月の国防戦略ガイダンスにおいて、アジ
ア太平洋と中東における前方展開態勢の強化に資源を重点的に振り向けることを決定した(22)。
この余波で、在欧米軍の兵力は縮小されることとなった。
欧州軍は 2012年 2月 16日に、部隊・施設の再編計画を公表した。その概要は、次のとおり

である(23)。まず、ブッシュ政権期に決定されたとおり、戦車等を運用する第 170BCT と第
172BCTを解隊し、欧州に駐留する BCTをフィゼックのストライカー BCTとヴィチェンツァ
の第 173空挺 BCTの 2個とする。第 173空挺 BCTの部隊の一部はドイツに駐留しているが、
これをヴィチェンツァに集約する。これに加え、欧州陸軍は、以後 5年間で更に約 2,500人の
兵員を削減する。ヴィスバーデンにある第 5軍団司令部は 2013会計年度に解隊され、ハイデ
ルベルクの欧州陸軍司令部がヴィスバーデンに移転する。空軍も、シュパンダーレムの 1個
A-10飛行中隊を 2013会計年度に解隊する。これらの措置により、在欧米軍（欧州軍以外の兵員
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⒅ “U.S. to Return La Maddalena Base to Italy by Spring of 2008,” Stars and Stripes, September 9, 2006. <https://www.
stripes.com/news/u-s-to-return-la-maddalena-base-to-italy-by-spring-of-2008-1.53928>; “U.S. Navy Closes Base on

Sardinia,” Stars and Stripes, March 1, 2008. <http://www.stripes.com/news/u-s-navy-closes-base-on-sardinia-1.75755>
⒆ DoD, “Force Reduction in Iceland Reflects Focus on New Global Threats,” March 16, 2006. <http://archive.defense.gov/
news/newsarticle.aspx?id=15147>; “U.S. Pledges Continued Defense Help after Keflavik Base Closes,” Stars and Stripes,

September 29, 2006. <http://www.stripes.com/news/u-s-pledges-continued-defense-help-after-keflavik-base-closes-1.54773>
⒇ US Air Force, “F-16 Drawdown Begins at Spangdahlem,” April 26, 2010. <http: //www.af.mil/News/ArticleDisplay/

tabid/223/Article/116871/f-16-drawdown-begins-at-spangdahlem.aspx>
21 オバマ政権下での国防費削減については、次を参照。福田毅「オバマ政権による国防予算削減の動向―強制削
減の発動と国防戦略・兵力計画の修正―」『レファレンス』793号, 2017.2, pp.61-88. <http://dl.ndl.go.jp/view/

download/digidepo_10308614_po_079305.pdf?contentNo=1>
22 DoD, “Sustaining U.S. Global Leadership: Priorities for 21st Century Defense,” January 2012. <http://archive.defense.gov/
news/Defense_Strategic_Guidance.pdf>
23 US European Command, “USEUCOM Releases Command Statement on Force Posture,” February 16, 2012. <http://www.
eucom.mil/media-library/article/23125/useucom-releases-command-statement-on-force-posture>; DoD, “Media Background

Briefing on U.S. Force Posture in Europe Going Forward,” February 16, 2012. <http://archive.defense.gov/ transcripts/
transcript.aspx? transcriptid=4981>; id. , “Panetta Outlines U.S. Troop Changes in Europe,” February 16, 2012. <http: //
archive.defense.gov/news/newsarticle.aspx?id=67232>
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も含む）の兵員数は、約 8万人から約 7万人にまで削減されることとなる。また、部隊再編に伴
いバンベルク、シュヴァインフルト、マンハイム、ハイデルベルクの諸施設をドイツに返還す
ることも決定された。同時に、欧州軍は、プレゼンスと能力の強化策も併用した。具体的には、
新たにポーランドに航空分遣隊を派遣することや、米本土の重 BCTから 1個大隊規模のタス
ク・フォースを欧州にローテーション展開し、NATOの多国籍緊急展開部隊である NATO即応
部隊（NRF）に参加させること、この NRFが使用するグラーフェンヴェーアの訓練施設を拡充
すること、欧州陸軍司令部に、欧州域内に緊急展開し小規模の作戦を指揮統制する能力を付与
することなどである。
この再編計画について、国防省は、必ずしも在欧米軍の能力を低下させるものではないと主

張していた。例えば、パネッタ（Leon E. Panetta）国防長官は 2012年 2月 4日の講演で、ドイツ
から撤退する 2個重 BCTは中東の軍事作戦に派遣されていることが多く、重武装で即応遠征
能力も高くないと指摘する一方で、NRF参加による米軍のプレゼンス増強の意義を強調してい
る(24)。確かに、この段階では米露関係も比較的穏やかであったため、戦車などの重装備の必要
性はさほど高くなかった。しかし、後述するように、ロシアの脅威が増大すると、重武装兵力
の必要性が再認識されることとなる。
欧州軍の再編計画は、ほぼ予定どおり実施された。例えば、第 170BCTは 2012年 10月に、
第 172BCTは 2013年 5月に解隊されている(25)。第 172BCTの解隊に先立つ 2013年 3月には、
同部隊のM1A1エイブラムス 22両が米本土に引き揚げ、これにより欧州から米軍の主力戦車
が姿を消した(26)。2003年 12月末に 56,181人だった在独米陸軍の兵員数は、ブッシュ政権末期
の 2008年 12月末には 39,794人に、第 172BCT解隊後の 2013年 6月末には 27,173人にまで減
少した(27)。
ヴィスバーデンの第 5軍団司令部も、2013年 6月 12日に解隊された(28)。さらに、同月 18日
には、シュパンダーレムの第 81戦闘飛行中隊が解隊され、欧州に展開する A-10攻撃機も皆無
となった(29)。欧州陸軍による約 2,500人の兵員追加削減については、2016年までにグラーフェ
ンヴェーア、シュヴァインフルト、ヴィスバーデン、バンベルク、アンスバッハ、アヴィアノ
などに駐留する 22部隊（工兵部隊、医療部隊、憲兵部隊など）を段階的に解隊又は米本土に移転す
ることが 2013年 3月 1日に発表された(30)。
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24 Leon E. Panetta, “Speech: Munich Security Conference,” February 4, 2012. <http://archive.defense.gov/Speeches/Speech.
aspx?SpeechID=1649>
25 “For Baumholder’s 170th Brigade, a Low-key Goodbye,” Stars and Stripes, October 9, 2012. <https://www.stripes.com/

news/for-baumholder-s-170th-brigade-a-low-key-goodbye-1.192478>; US Army, “172nd Infantry Brigade Cases Colors,”

May 31, 2013. <http://www.eur.army.mil/news/2013/20130531_172nd_inact.html>
26 “US Army’s Last Tanks Depart from Germany,” Stars and Stripes, April 4, 2013. <https://www.stripes.com/news/us-

army-s-last-tanks-depart-from-germany-1.214977>
27 DoD, “Active Duty Military Personnel Strengths by Regional Area and by Country,” December 31, 2003, December 31,

2008; id. , “Counts of Active Duty and Reserve Service Members and APF Civilians, By Location Country, Personnel

Category, Service and Component,” June 30, 2013. <https://www.dmdc.osd.mil/appj/dwp/dwp_reports.jsp>
28 US Army, “V Corps Inactivates after Nearly a Century of Service to U.S. Army,” June 12, 2013. <http://www.eur.army.

mil/news/2013/20130612_V-Corps_inactivation.html>
29 “Ceremony Marks Inactivation of the 81st Fighter Squadron,” Stars and Stripes, June 19, 2013, p.6.

30 DoD, “News Release: DOD Announces U.S. Army in Europe Force Structure Changes,” March 1, 2013. <http://archive.
defense.gov/releases/release.aspx?releaseid=15842>
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第 173空挺 BCTのヴィチェンツァ集約は計画が一部変更され、ドイツのバンベルクとシュ
ヴァインフルトに駐留している空挺 BCTの 2個大隊は、ヴィチェンツァではなく、第 172BCT

解隊により余裕の生じるグラーフェンヴェーアに移転することとされた（特殊部隊と支援部隊の
2個大隊は、予定どおりヴィチェンツァに移転）(31)。
一方、プレゼンス強化策としては、NRF参加部隊のローテーション展開、ポーランドへの F-

16戦闘機と C-130輸送機のローテーション展開（前述の航空分遣隊はこれを支えるための支援要
員）、イギリスのミルデンホール空軍基地への CV-22オスプレイ配備などが 2013年から開始さ
れている(32)。

２ ミサイル防衛システムの配備
ブッシュ政権は、主にイランの弾道ミサイルによる脅威を想定して、大陸間弾道ミサイル

（ICBM）迎撃用の地上配備型ミッドコース防衛（GMD）システムを欧州に配備する計画を進め
ていた。しかし、ロシアは自国の ICBMが迎撃される可能性を懸念し、この計画に強く反対し
ていた。そのため、米露関係の「リセット」（改善）を目指したオバマ政権は、イランの ICBM

能力は当初思われていたよりも低いが、短・中距離弾道ミサイル能力は想定以上の早さで向上
しているとの分析に基づき、GMDではなく、中・短距離弾道ミサイルを迎撃するための SM-3

ミサイルを欧州に配備することを決定した(33)。このMD配備計画は、欧州段階的適応アプロー
チ（EPAA）と呼ばれる。
2009年 9月 17日にオバマ政権が発表した EPAAの内容は、次のようなものであった。まず、

2011年に始まる第 1段階では、SM-3 Block 1Aを搭載するイージス艦と、地上配備型 Xバンド・
レーダー AN/TPY-2等のレーダーを欧州に配備する。次に、2015年からの第 2段階で、地上配備
型及び海上配備型の SM-3 Block IBと、より高性能なレーダーが配備される。そして、2018年か
らの第 3段階では SM-3 Block IIAを、2020年からの第 4段階では SM-3 Block IIBを配備する(34)。

SM-3は新型のものほど、射程距離が長く到達高度が高くなる。Block IIAは日米が開発中の
迎撃ミサイルで、これを運用する地上配備型迎撃システムのイージス・アショアが第 3段階で
欧州に配備される。第 4段階の Block IIBでは、一部の ICBMの迎撃も可能となる(35)。当初、
ロシアは米国の計画修正を歓迎したが、Block IIBの能力が明らかになるにつれ、自国の ICBM

戦力への影響を再び懸念し始め、EPAAにも反対するようになった(36)。
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EPAAはクリミア併合に左右されず、ほぼ当初計画どおりに進捗している。そのため、以下
では 2017年 10月現在までの動向をまとめて紹介する。まず、第 1段階では、AN/TPY-2がト
ルコのクレシク（Kürecik）に配備され、SM-3 Block 1Aを搭載するイージス巡洋艦が欧州に展開
した(37)。第 2段階以降のイージス・アショアについては、2010年 7月 3日に米国とポーランドと
の間で、2011年 9月 13日には米国とルーマニアとの間で、施設受入協定への署名がなされた(38)。
また、海上配備型 SM-3 Block IBについては、米国とスペインの間で、MDを主任務とするイージ
ス駆逐艦 4隻のロタ海軍基地常駐を認める議定書への署名が 2012年 10月 10日になされた(39)。

2015年 9月 25日にはアーレイ・バーク級駆逐艦カーニーがロタに到着し、これによりイー
ジス艦 4隻の配備が完了した(40)。また、第 2段階のイージス・アショア（SM-3 Block IB）は、
2016年 3月からルーマニアのデヴェセル（Deveselu）空軍基地で運用が開始された。さらに同年
5月には、ポーランドのレジコボ（Redzikowo）海軍基地で第 3段階のイージス・アショア（SM-

3 Block IIA）を配備するサイトの起工式が行われた（2018年運用開始予定）(41)。ただし、第 4段階
については、計画が修正されている。2013年 5月 15日に、ヘーゲル（Chuck Hagel）国防長官は、
特に北朝鮮による ICBM開発に備えるため、本土防衛用の MDシステムを強化すると発表し
た。具体的内容は、アラスカのフォート・グリーリーに GMDシステムの迎撃ミサイルを 14基
追加配備することや、北朝鮮のミサイル発射を探知する能力を向上させるため日本に AN/TPY-

2を追加配備することなどであるが、これらの費用を捻出するため、EPAAの第 4段階である
SM-3 Block IIBのポーランドへの配備を 2022年以降に先送りするとされた(42)。
EPAAの主目的は、ロシアではなくイランの限定的なミサイル能力への対処だとされる。し

かし、ロシアは EPAAを自国の核戦力に対する脅威と認識し、強く反発している。現在、ロシ
アは、戦略核の更なる削減や欧州における戦術核削減の交渉を拒否しているが、その理由の 1

つとして米国によるMD能力の強化を挙げている(43)。また、プーチン（Vladimir Putin）大統領も
2016 年 5 月に、イランと米英独仏露中が 2015 年 7 月に合意した包括的共同作業計画
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（JCPOA）(44)によりイランの「脅威がなくなったにもかかわらずMDシステムの整備が続けら
れている」と批判し、「戦略的均衡を維持・確保するために必要なあらゆる措置を採る」と表明
している(45)。このため、EPAAの特に第 4段階は、米露関係の今後の動向を見据えながら実施
されることとなるであろう。

Ⅳ クリミア併合に起因する米国の対露脅威認識の変化

以上のように、オバマ政権もクリミア併合以前は、ブッシュ政権と同様に在欧米軍の縮小を
進めていた。欧州におけるMD能力は強化されたが、それはロシアの脅威に備えたものではな
かった。ところが、クリミア併合後は一転して、ロシアという近代的軍備を備えた大国への対
処を目的とする在欧米軍の質的・量的増強が目指されることとなる。本章では、こうした動き
を促した米国の対露脅威認識の変化を確認する。

１ ブッシュ政権期の対露認識
ブッシュ政権期の米露関係は、比較的穏当であった。ロシアの軍事力・経済力は、1990年代

に大きく低下した。ロシアは旧共産圏諸国の NATO加盟を（渋々ながらも）最終的には容認し、
1997年 5月には NATOとロシアの対話枠組みである常設合同理事会（PJC）の創設に同意した。
さらに、PJCは 2002年 5月に NATO・ロシア理事会（NRC）へと格上げされ、2003年には
NATO事務総長とロシア国防相の間にホットラインが開設されるなど、NATO・ロシア関係は
比較的順調に推移していた(46)。また、ロシアは、9.11テロ後の米国によるアフガニスタン攻撃
を支持したばかりでなく、自国が勢力圏とみなす中央アジア諸国の基地を米軍が使用すること
まで容認した(47)。2003年のイラク攻撃をめぐっては米露間で見解の相違が表出したものの、
それでも決定的な対立には至らなかった。
ブッシュ政権の関心は、対テロ戦とイラク及びアフガニスタンでの戦争に集中しており、そ

れらを遂行するためにも米国はロシアからの協力を必要としていた。そのため、ブッシュ政権
は、ロシアを脅威ではなく、むしろパートナーと位置付けた。例えば、QDR2001は、ロシアの
通常兵力は NATOに対する脅威だと指摘しつつも、「欧州は概して平和な状態にあり……ロシ
アとの協力の可能性が存在する」と述べている(48)。その後、プーチン政権が強権的な政治手法
を強めるにつれ、米国の対露認識は悪化し、QDR2006ではロシアにおける民主主義の衰退や中
央集権化、報道の自由の抑圧などに対する懸念が表明された。しかし、同時に QDR2006は、ロ
シアが冷戦期のソ連と同等の軍事的脅威となることはないとし、「ロシアが建設的パートナー
になることを歓迎する」と述べていた(49)。こうした背景から、ブッシュ政権期の GPRでは、ロ
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シアの存在が顧みられることはほとんどなかった。

２ オバマ政権期の対露認識
ブッシュ政権末期の 2008年夏には、ジョージア（南オセチア）紛争が発生し、西側諸国とロシ
アの関係は悪化した。しかし、2009 年 1 月に発足したオバマ政権のクリントン（Hillary R.

Clinton）国務長官は、同年 3月 6日の米露外相会談で関係の「リセット」をロシアに呼び掛け
た(50)。その後、2011年 2月に米露間で新戦略兵器削減条約（新 START）が発効するなど、両国
関係は一時的に改善した。
とはいえ、米露関係の「リセット」も、西側諸国とロシアの対立構造を根本的に解消するも

のではなかった。2014年 2月にウクライナで内戦が発生すると、ロシアはこれに介入し、同年
3月にはウクライナのクリミア地方を自国に併合した。さらに、これを契機として、西側諸国
周辺でのロシア軍の航空機や艦艇、潜水艦による活動が活発化した。例えば、ラトビア周辺で
探知されたロシア軍の航空機・艦艇は、2016年だけで 209機・隻に上り、また、ロシア軍の航
空機が西側諸国軍の艦艇に異常接近する事例も多発している(51)。米第 6艦隊司令官は、ロシア
潜水艦の近代化と活動活発化により、「大西洋における 4度目の戦い」が起きているとまで述べ
ている。同司令官によれば、今回の「戦い」は、第 1次世界大戦及び第 2次世界大戦の際にドイ
ツの潜水艦との間で行われた戦いと、冷戦期にソ連の潜水艦との間で行われた戦いに次ぐ、4

度目の過酷な戦いだとされる(52)。
このようなロシアの攻撃的行動の根底には、NATOがロシアの意向を半ば無視して東方拡大
を継続し、ジョージアやウクライナの加盟までもが現実味を帯びてきたことに対するロシアの
強い不満と恐怖がある。こうした構図は 1990年代から存在したが、ロシアが国力を回復する
一方で、NATO側は東方拡大を一層推進したため、潜在的な対立が表面化したと言える。その
ため、ロシアによるクリミア併合を引き起こした責任の一端は、NATO諸国の側にあるとの指
摘もなされている(53)。
クリミア併合の責任がどちらの側にあるにせよ、この行為が西側諸国の脅威認識を一変した

ことは確かである。例えば、2015年 6月に米統合参謀本部が発表した「国家軍事戦略」は、ロ
シア、イラン、北朝鮮、中国、暴力的過激組織の順に米国に対する脅威を列挙し、ロシアの行
いを、「近隣国の主権を尊重せず、目標達成のためには武力の行使もためらわないことを繰り返
し示し、その軍事行動は地域の安全を損ねている」との強い表現で批判している(54)。この認識
は他の西側諸国にも基本的に共有されており、ウクライナ情勢をめぐっては欧州連合（EU）に
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よる対露経済制裁も発動されている。
米国が懸念しているのは、ロシアの対外行動だけではない。ロシア経済は、原油価格の高騰

などを背景として 2000年代に飛躍的に回復した。それに伴い国防費も急増し、ロシア軍の近
代化も進展した。それゆえ、デンプシー（Martin E. Dempsey）統合参謀本部議長は、2015年 3月
3日の上院軍事委員会公聴会において、ロシアが広範な軍事能力、特に接近阻止・領域拒否
（A2/AD）能力(55)やサイバー能力に多大な投資を行っていると指摘し、「ロシアによる侵略の危
機に直面している欧州の NATO同盟国へのコミットメントを強化する」と表明した(56)。また、
スカパロッティ欧州軍司令官も、2017年 3月 23日の同委員会公聴会で、警戒すべきロシア軍
の動向として、統合防空システムを含む軍近代化の進展、ウクライナやシリアの内戦への介入
で示された遠征作戦遂行能力の向上、戦術核使用を想定したドクトリンの採用などを列挙して
いる(57)。
当然、こうした認識の変化は、欧州軍の態勢に大きな影響を及ぼすこととなった。スカパロッ

ティ司令官は、上記公聴会で次のように述べている。「ソ連崩壊後の大規模な米軍削減は、ロシ
アが西側の戦略的パートナーになるとの想定に基づいていた。この兵力削減は、変化した欧州
の戦略環境の中で課題に対処する際の米国の選択肢を狭めている」。続けて、同司令官は、2個
重 BCTが削減された結果、欧州に常駐する米軍の地上部隊（すなわち、1個ストライカー BCTと
1個空挺 BCT）のみでは、ロシアの攻撃を十分に抑止できないと指摘した(58)。
ランド研究所も、ウォー・ゲームの分析結果に基づき、現在の NATOの戦力ではロシアの侵

攻に適切に対処することは難しいと指摘している。同研究所が 2016年に発表した報告書によ
ると、ロシア軍は侵攻開始から遅くとも 60時間以内にエストニアとラトビアの首都に到達可
能であり、その後に NATOが取り得る措置は、戦闘がエスカレートする危険を冒してバルト 3

国の解放作戦を強行するか、あるいは同盟が崩壊する危険を冒してロシアの侵攻を見過ごすか
など、どれも好ましいものではないとされる(59)。
ランド研究所の見積りによれば、ロシアのバルト 3国侵攻を抑止するには、最低でも 3個の
重旅団を含む 6～7個旅団規模の地上部隊と、それを支援する海空兵力、砲兵部隊、兵站部隊な
どが必要となる。しかも、機動力に欠ける重旅団は、NATOの東側に常駐あるいはローテー
ション展開するなどして、紛争の初期段階からロシア軍に対処できる態勢を整えておかなけれ
ばならない(60)。加えて、ランド研究所は別の報告書で、英仏独の軍隊が重旅団をバルト 3国に
展開するには数週間から 1か月以上を要すると分析している(61)。
このような危機意識を背景として、クリミア併合後にバルト 3国や東欧におけるプレゼンス
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強化策が相次いで採られることとなったのである。

Ⅴ 欧州安心供与イニシアティヴ（ERI）と NATOの即応行動計画（RAP）

１ 欧州安心供与イニシアティヴ（ERI）の開始
2014年 3月にロシアがクリミアを併合すると、ロシアと国境を接するバルト諸国や、ポーラ

ンド、ルーマニア、ブルガリアなどの東欧諸国は、米軍と NATO軍のコミットメント強化を強
く求めた。例えば、2015年 5月にバルト 3国は、旅団規模の部隊を自国領内に展開するよう求
める書簡を NATOに送付している(62)。こうした状況を踏まえ、オバマ政権は、2014年 6月に
ERIの開始を正式に決定した。
オバマ政権が同月 3日に発表した ERIの概要によると、ERIで実施されるのは、米本土から
部隊を欧州、特に東欧やバルト 3国にローテーション展開し、共同訓練を実施すること、装備
の事前集積や施設の修繕などにより米軍の即応性を向上させること、バルト海及び黒海への海
軍部隊の展開を増強すること、ジョージア、モルドバ、ウクライナなどの友好国の能力構築を
支援することなどである。これに加え、アジアにおける米軍のプレゼンス強化（リバランス）な
ど他の優先事項を犠牲にすることなく在欧米軍のプレゼンスを再検討することも表明され
た(63)。ただし、米軍は ERI発表前の 2014年 4月から、第 173空挺部隊約 600人のバルト 3国・
ポーランドへの展開、アーレイ・バーク級駆逐艦 1隻と掃海部隊の黒海への展開、NATOの枠
組みで以前から行われているバルト 3国の領空警備に参加する F-15の増強（通常の 4機から 10

機に）といった措置を次々と実施していた(64)。
国防省が公表している ERI予算の内訳は、米軍のプレゼンス増強、演習・訓練、装備の事前
集積の強化、インフラ整備、パートナー国の能力構築支援の 5つである。予算額は、初年度の
2015会計年度が 9億 8500万ドル、翌 2016会計年度が 7億 8930万ドルであったが、2017会計
年度には 34億 1970万ドルへと急増した。予算急増の主要因は陸軍装備の事前集積の大規模拡
張（後述）であり、2016会計年度は 5780万ドルだった事前集積経費は、2017会計年度には 19

億 390万ドルへと増大している。また、2017会計年度からは新たに陸軍の 1個機甲 BCTの
ローテーション展開も開始されており、同年度のプレゼンス増強経費も前年度からほぼ倍増し
10億 4980万ドルとされた(65)。

2017年 1月には、民主党のオバマ政権が採用した政策を強く批判する共和党のトランプ
（Donald J. Trump）政権が発足したが、在欧米軍増強の方針は維持・強化されている。トランプ
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政権が同年 5月に発表した 2018会計年度の政府予算要求では、ERI予算は更に増額され 47億
7730万ドルとなった(66)。部隊の展開計画等についても、トランプ政権下で大きく修正された
ものはない。少なくとも現時点では、在欧米軍再編についてオバマ政権期とトランプ政権期を
区別して論じる必要はないため、以下の叙述ではクリミア併合から 2017年 10月現在までを一
括して取り扱う。

ERIの枠組みで米軍が行っている実際の活動は、大西洋の決意作戦（Operation Atlantic Resolve）
と呼ばれている。この作戦で米軍は、米本土や西欧に配備されている部隊を継続的に欧州東部
にローテーション展開し、ポーランド、ブルガリア、ルーマニア、バルト 3国、セルビア、モル
ドバ、ウクライナ、ジョージア、バルト海、黒海などで各国と合同演習・訓練を頻繁に実施し
ている。米軍は小規模の部隊を次々と欧州東部に展開しているため、全ての動きを把握するこ
とはほぼ不可能であるが、特徴的な動きとしては次のような例を挙げることができる。

2014年 10月には、第 173空挺 BCTからの派遣部隊と入れ替わりで、テキサス州フォート・
フッドの第 1騎兵師団第 1機甲 BCTが、戦車等の重装備とともにバルト 3国とポーランドに
展開した(67)。米軍の欧州陸軍司令官は、僅か 1年半で重装備を欧州に戻した理由は「ロシアに
よるウクライナ侵攻とクリミアの非合法な併合だ」と指摘し、次のように述べている。「ロシア
が我々のパートナーになるだろうと希望していたため、米軍の戦車は……欧州から去った。し
かし、我々は、戦車を呼び戻さねばならなくなった」(68)。
また、陸軍は、ジョージア州フォート・ステュワートの第 3歩兵師団第 1機甲 BCTを定期的

に欧州に展開する部隊に指定し、2015年 3月に欧州への展開を開始した。この部隊は、NRF参
加部隊としての役割も担う(69)。2016年 6月には、冷戦終結後では最大規模となる演習アナコ
ンダ 2016がポーランドで開催されている。この演習にはフィンランドなどの非 NATO加盟国
も含む 24か国の軍隊から 3万人以上の兵士が参加し、実弾演習や防空作戦、サイバー攻撃など
の演習を実施した(70)。
空軍は、イギリスやドイツに駐留する F-15や F-16などを欧州東部に派遣しているのに加
え(71)、米本土からも F-15、F-22、F-35、A-10、B-2などを欧州に展開している。例えば、2015年
2月から 12機の A-10部隊が 6か月ごとのローテーション展開を開始し、バルト 3国や東欧な
どで各国との共同訓練を実施している(72)。また、2015年 8月には 4機の F-22が、2016年 4月
には 12機の F-22が、それぞれシュパンダーレムとレイクンヒースに展開した上で、欧州東部
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での共同訓練に逐次参加した(73)。さらに 2017年 4月には、ユタ州のヒル空軍基地から 8機の
F-35Aがレイクンヒースに展開し、その後、エストニアやブルガリアに移動し各国との共同訓
練を実施している。F-35Aの海外展開は、これが初である。後述するように、2020年からレイ
クンヒースに F-35Aが常駐することが決定されており、この展開は、常駐を見据えた情報収集
も目的としていた(74)。
また、ロシア軍機の活動活発化を懸念するバルト 3国は、2017年に、PAC-3地対空ミサイル

を自国内に展開するよう米国に要請した(75)。これを受け、同年 7月に初めて米軍の PAC-3が
リトアニアに展開した。この展開は約 2週間と短かったが、エストニア国防相は、防空兵器の
より長期間の展開について同盟国と協議していると発言している(76)。
このほかの欧州軍の動向、特に常駐部隊の再編については後述するが、その前に、ERIと歩
調を合わせて行われている NATOの取組を紹介する。

２ NATOの枠組みでの即応行動計画（RAP）の推進
NATO諸国は、2014年 9月 5日のウェールズ・サミットにおいて、NATO周縁部における安
全保障環境の変化に即応するための措置として RAPを開始することに合意した。RAPは、ロ
シアだけでなく、中東や北アフリカからの脅威にも対応するものと位置付けられている(77)。具
体的には、NATO東部に陸海空の部隊をローテーション展開し、実質的な軍事的活動を行うこ
とや、数日で危機に対応できる統合部隊である高度即応統合任務部隊（VJTF）を NRFの枠組み
内に新設すること、指揮統制部隊を NATO東部に展開することが決定された(78)。
その後、2015年 2月 5日の NATO国防相会合では、命令から 2～3日以内に即応可能な 1個
多国籍旅団（最大 5個大隊、約 5,000人で構成）を VJTFの中核とし、英仏独伊、スペイン、ポー
ランドがローテーションで VJTFを主導することが合意された。加えて、バルト 3国とポーラ
ンド、ルーマニア、ブルガリアに多国籍指揮統制部隊である NATO兵力統合ユニット（NFIUs）
を立ち上げ、これらの地域に展開する NATO部隊の指揮を担うことで即応展開を促進するこ
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とも決定されている(79)。さらに、同年 6月 24日の NATO国防相会合では、NRFの規模を従来
の約 1.3万人から最大 4万人に増強することが合意された(80)。VJTFは、同年 9月に 2,100人超
の規模でポーランドに初展開し、共同演習を実施している。また、同月には、約 40人からなる
NFIUsが上記 6か国に配備され、さらに 2016年 11月にはハンガリーで、2017年 1月にはスロ
バキアで NFIUsが活動を開始した(81)。
米国も、NATOの枠組みでのプレゼンス強化に積極的に関与している。例えば、カーター

（Ashton B. Carter）国防長官は、2015年 6月 22日にドイツで、米軍も VJTFに対して、情報・監
視・偵察（ISR）、戦略空輸、戦域間空輸、指揮統制、特殊作戦、兵站、精密攻撃の領域で貢献す
ると表明した(82)。さらに、同年 7月 8日には、NATOワルシャワ・サミットのためポーランド
を訪問したオバマ大統領が、東欧における NATOのプレゼンス強化の一環として米軍が約
1,000人の大隊をポーランドにローテーション展開すると発表した(83)。
ポーランドへの大隊展開は、NATOによる拡大前方プレゼンス（eFP）の一環として行われて
いる。eFPとは、ワルシャワ・サミットで NATOが決定した東方でのプレゼンス増強策である。
具体的には、バルト 3国とポーランドの 4か国にそれぞれ大隊規模のバトル・グループを 2017

年初頭から派遣し、ポーランドに展開する部隊は米国が、エストニアに展開する部隊はイギリ
スが、ラトビアに展開する部隊はカナダが、リトアニアに展開する部隊はドイツが主導する(84)。
カーター国防長官は、2016年 10月 26日の会見で、ドイツのフィゼックに駐留するストライ
カー BCTの部隊を 2017年 4月からポーランド北東部のオジシュ（Orzysz）に派遣すると述べ、
さらに、即応性向上のため、派遣部隊の作戦統制権を NATO欧州連合軍最高司令官に移管した
上で、部隊をポーランド軍の戦術統制下に入れるとの方針を表明した。同長官によれば、これ
は米軍にとって画期的なことであり、米国は他の NATO諸国にも同様の措置を採るよう促し
ている(85)。オジシュは、リトアニアとポーランドに挟まれたロシア領の飛び地カリーニング
ラードからわずか約 57kmの地点に位置する。ポーランドのドゥダ（Andrzej Duda）大統領は、
2017年 4月の部隊展開開始時に行われた式典で、ロシアの脅威を念頭に、「ポーランド人は第 2

次世界大戦が終わってから何世代もの間、この瞬間を待ち続けてきたと言っても決して誇張で
はない」と述べ、米軍に歓迎の意を表した(86)。
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トランプ政権下でも、NATOへの関与強化は継続している。マティス（James Mattis）国防長官
は、2017年 6月にドイツで行った演説において、eFPへの参加を 2020年まで延長すると表明
した(87)。トランプ大統領は大統領選中から NATOを「時代遅れ」の同盟と呼び(88)、同盟の経済
的負担を相応に支払わない国を防衛することに消極的な姿勢を見せていた(89)。また、大統領就
任後の 2017年 5月に NATO本部で演説した際にも、公平な経費分担の重要性を強調する一方
で、共同防衛へのコミットメントを明言しなかった(90)。こうした発言に欧州諸国は不安を覚え
ていたが、マティス国防長官は上記演説で、eFPへの参加延長や ERI予算の増額に言及しなが
ら、「新聞に出ている言葉ではなく、こうした行動でアメリカを判断して欲しい」と述べ、欧州
諸国の不安解消に努めた。
一方、ロシアは、NATOの動きに強く反発している。ここで問題となるのが、1997年 5月に

NATOとロシアが合意した NATOロシア基本文書において、NATOは「現在及び予見し得る将
来の安全保障環境においては」、欧州東部などで「大規模な戦闘部隊の追加的常駐」を行わない
と表明していることである(91)。ただし、この文書に法的拘束力はなく、「大規模な戦闘部隊」の
定義もなされていない(92)。
NATO側は、東欧への展開は常駐ではなくローテーションであり、かつ、部隊の規模も小さ

いため「大規模な戦闘部隊の追加的常駐」に該当しないと主張している(93)。しかし、ロシアは、
この説明を受け入れていない。例えば、ロシアの駐 NATO大使は、NATOによる東欧展開部隊
の強化は基本文書の精神に反するものであり、継続的なローテーション展開は常駐と何ら変わ
らないと主張している(94)。さらに 2016年 11月には、プーチン大統領が、カリーニングラード
にイスカンデル短距離弾道ミサイル、バスチオン地対艦ミサイル、S-400地対空ミサイルを配
備したことを踏まえ、NATOによる活動への対抗措置として、ロシアに脅威を及ぼす施設にミ
サイルの照準を合わせると述べ、NATO諸国を威嚇した(95)。
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Ⅵ クリミア併合後の在欧米軍再編

１ 欧州陸軍の再編
2016年 2月 2日にオバマ政権は、2017会計年度の ERI関連予算を前年度比約 4倍の約 34億

ドルに引き上げるとともに、新たに陸軍の 1個機甲 BCTによる欧州へのローテーション展開を開
始すると発表した(96)。この BCTの展開はローテーションとされているが、間隔を空けずに次
の BCTが入れ替わりで欧州に展開するため、事実上は、フィゼックのストライカー BCTとヴィ
チェンツァの第 173空挺 BCTと合わせて 3個の BCTが欧州に常時駐留することとなる(97)。
1個機甲 BCTの展開について、カーター国防長官は 2016年 10月 26日の会見で、2017年 2

月から欧州への展開を開始し、ポーランドで演習を実施した後、中隊規模の部隊に分かれてバ
ルト 3国、ブルガリア、ルーマニア、ジョージアで活動すると説明した(98)。最初に派遣された
のは、コロラド州フォート・カーソンの第 4師団第 3機甲 BCT（約 4,000人）である。部隊は、
2016年 11月から 2017年 1月にかけて、2,000両以上の車両やその他の装備・物資を米本土か
ら欧州へ向け輸送した(99)。ポーランドのシドゥウォ（Beata Szydło）首相は、同国西部ジャガン
（Żagań）で行われた歓迎式典で、米軍のポーランド展開は同盟国防衛への強固なコミットメン
トを象徴するものであり、「今日は素晴らしい日だ」と述べているが、一方、ロシアの大統領報
道官は、「欧州の国家でさえない第 3国がロシア国境の近くで軍事プレゼンスを増強している」
と米国を批判し、米軍の展開は「我々に対する脅威」だと断言した(100)。しかし、米国はロシア
からの批判を事実上無視しており、2017年 9月には、上記部隊と入れ替わる形で、カンザス州
フォート・ライリーの第 1歩兵師団第 2装甲 BCTによる 9か月間のローテーション展開が開
始された(101)。
また、上記の第 4師団は、2015年 2月から 100人規模の司令部要素（師団レベルの戦術司令部）

をドイツのバウムホルダーに展開していたが、この部隊は 2017年 4月末に、ポーランド西部の
ポズナン（Poznań）へと移転している。移転後の司令部は、バルト 3国や東欧で共同訓練等に参
加する米陸軍部隊を指揮する役割を担う(102)。
陸軍は、欧州駐留部隊の能力強化にも取り組んでいる。例えば、フィゼックに配備されてい

る第 2騎兵連隊のストライカー装輪装甲車約 80両については、ロシア軍の歩兵戦闘車や偵察
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用車両に対抗するため、新たに 30mm砲を搭載する計画が進行している（通常のストライカーの
主要兵装は 12.7mm機関銃）。第 2騎兵連隊には、ジャベリン対戦車ミサイルも配備される予定で
ある(103)。また、欧州に展開するエイブラムス戦車、ブラッドリー歩兵戦闘車、ストライカーに、
対戦車ミサイル等を迎撃するアクティブ防護システム（APS）を搭載することも検討されてい
る。陸軍は、まず 2020年までに、イスラエル製のトロフィー APSを搭載したエイブラムスを
欧州に展開することを目標としている(104)。さらに、欧州陸軍は、ロシア軍による無人航空機
（UAV）利用の活発化や航空戦力の近代化を背景として、短距離防空能力の不足を認識するよ
うになった。そのため、2016年にはアベンジャー防空システム（車両にスティンガー地対空ミサ
イルを搭載した自走式防空システム）が欧州に配備された。これに加え、陸軍は新たな防空システ
ムの開発にも着手しており、防衛産業からは、ストライカーなどにスティンガーを搭載したシ
ステムなどが提案されている(105)。
一方、国防費削減の余波で、欧州に常駐するヘリ部隊は削減された。陸軍は、2015年 4月 29

日に、ドイツに駐留する第 12戦闘航空旅団の再編計画を発表した。この計画によれば、アンス
バッハ、ヴィスバーデン、シュトゥットガルトなどに分散配置されている部隊は削減され、兵
員約 1,900人が米国に帰還する一方で、新たに 1個強襲ヘリ大隊と 2個負傷兵後送（MEDEVAC）
チームなどをアンスバッハに常時ローテーション展開し、東欧などで共同訓練・演習を実施す
る(106)。計画の詳細は公にされていないようだが、報道によれば、24機の AH-64を含むヘリ約
60機が米国に帰還し、その結果、ドイツに駐留するヘリは約 150機から約 90機に削減される
という(107)。ただし、この兵力削減は、2017年 2月に開始されたヘリ部隊の 9か月間のローテー
ション展開により相殺されている。この展開ではニューヨーク州フォート・ドラムの第 10山
岳師団第 10戦闘航空旅団から兵員約 2,200人、ヘリ 86機（24機の AH-64、38機の UH-60、12機の
CH-47など）が欧州に派遣されており、これは削減分を上回っている。同旅団の司令部と部隊の
大半はドイツを、一部の部隊はルーマニア、ポーランド、ラトビアを拠点とし、欧州各地で活
動を実施している(108)。

２ 欧州海軍の再編
海軍に関しては、黒海やバルト海への展開を増やしてはいるものの、欧州常駐部隊の増強は

行われていない。ただし、米国は、2006年に閉鎖したアイスランドのケフラヴィック海軍航空
基地の再利用に関心を示している。Ⅱ 2で述べたように、常駐部隊撤退後も米軍は航空機を随
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時ケフラヴィックに展開しており、施設もアイスランド側が維持・管理している。2015年 9月
にアイスランドを訪問したワーク（Robert O. Work）国防副長官は、ケフラヴィックを視察し、施
設の状態を確認した。その際にワーク副長官は、アイスランド周辺でロシア軍による活動が活
発化しているため、アイスランドも防衛協力強化に前向きだと発言し、かつて P-3C哨戒機が
使用していたハンガー（格納庫）を最新の P-8A哨戒機が使用できるように改修する可能性に言
及した(109)。
その後、実際に国防省は、2017会計年度国防予算に、ケフラヴィックの施設改修費 2140万ド
ルを盛り込んだ(110)。アイスランドのグンラウグソン（Sigmundur Gunnlaugsson）首相も、雇用促
進の観点から米軍のプレゼンス強化を歓迎すると発言している(111)。2016年 6月 29日には、P-

8Aには触れていないものの、米軍を含む NATO諸国の部隊がケフラヴィックで行う航空警戒
活動をアイスランドが支援し、対潜水艦戦などのための航空機のローテーション展開を強化す
ること等を確認する共同宣言が米・アイスランド間で署名された(112)。報道によれば、海軍は、
必要に応じて短期間 P-8Aをケフラヴィックに派遣することを検討しているが、継続的な 6か
月間のローテーション展開を行う可能性もあるとされる(113)。事実、2016年 11月に米本土から
ケフラヴィックに P-8Aが初展開し、その後も他の P-8A部隊による展開が行われている(114)。

３ 欧州海兵隊の再編
クリミア併合以前のことであるが、海兵隊は、2012年 9月にリビアで発生した在ベンガジ米

国領事館襲撃事件への対応が遅れたことを教訓として、アフリカで発生する緊急事態に即応可
能な危機対応特殊目的海空地任務部隊（SP-MAGTF-CR）を、2013年 3月からスペインのモロン
空軍基地にローテーションで配備している。この部隊は、兵員約 800人、MV-22オスプレイ 12

機、KC-130J空中給油機 4機などで構成される。このうち 1個歩兵中隊は、ルーマニアのミハ
イル・コガルニチャヌ空軍基地に展開している(115)。
2014年 12月、ヘーゲル国防長官は、緊急時にモロンの海兵隊部隊を増強することを容認す

るようスペイン側に求めた(116)。その後の交渉を経て、米軍駐留に関する新たな議定書が両国
間で 2015年 6月 17日に署名された。その結果、モロンに常駐する海兵隊部隊は最大で兵員
2,200人、航空機 21機とされ、緊急時には一時的に上限を兵員 3,000人、航空機 35機にまで引
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き上げることが認められることとなった(117)。なお、報道によれば、これまでの合意ではモロン
駐留を継続するにはスペイン議会から毎年、承認を得ることが必要だったが、今回の合意によ
り議会承認は不要になったとされる。ただし、米軍が単独でモロンから作戦を実施するには、
スペイン政府の承認が必要である。また、米国は、モロンにおけるインフラ整備に 2900万ドル
を投資することを約束している(118)。
2016年 10月 24日には、ノルウェー国防省が、約 330人の米海兵隊がノルウェー中部のヴェ

ルネス（Vaernes）空軍基地に 2017年 1月からローテーション展開し、ノルウェー各地で共同寒
冷地演習などを実施すると発表した(119)。後述するように、ノルウェーは冷戦期から海兵隊の
事前集積物資の備蓄拠点となっており、ヴェルネス基地も備蓄拠点の近傍に位置している。部
隊の展開は予定どおり開始され、リトアニアやルーマニアなども共同訓練に参加した(120)。同
年 6月には、2018年まで海兵隊のローテーション展開を延長するとノルウェー国防省が発表し
ている(121)。
一方、ノルウェーへの海兵隊展開も、ロシアからの反発を引き起こした。それには、次のよ

うな背景がある。中立志向の強かったノルウェーは、NATO加盟前の 1949年 1月に、自国が
攻撃又は攻撃の威嚇を受けた場合を除き、外国軍の基地を受け入れるための協定を締結しない
と宣言した。その後、ノルウェー政府は、戦時に同盟国の軍隊を受け入れるための施設を事前
に設置することや、平時に一時的に同盟国の海空軍を受け入れることは可能との解釈を 1951

年に行い、さらに 1977年には、自国内で他国軍が訓練・演習を実施することや、自国内に同盟
国軍の装備・物資を備蓄する施設を設置することも可能との解釈を示した(122)。ノルウェーの
国防相は、海兵隊の展開は常駐ではなくローテーションであるため上記の方針に反しないと説
明しているが(123)、ロシア政府は、海兵隊の展開は従来の方針と矛盾するものであり、「北欧地
域の緊張をエスカレートさせ、状況の不安定化をもたらす」と批判している(124)。
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４ 欧州空軍の再編
空軍は他軍種に比して米本土から欧州への即応展開が容易であるためか、欧州常駐部隊の増

強は、さほど検討されていない。唯一の例外は、2020年からイギリスのレイクンヒース空軍基
地に 2個 F-35A飛行中隊を配備するとの決定であるが、これは在欧米軍施設の整理統合と合わ
せて発表されたため、後述の施設整理統合の箇所で言及する。
一方、ポルトガル本土から西に 1,000km以上離れた大西洋上に浮かぶアゾレス諸島にあるラ

ジェス飛行場では、米軍のプレゼンス縮小が進行している。米軍は第 2次世界大戦中にラジェス
の使用を開始し、その後も、米本土と欧州を結ぶ中継拠点等として活用してきた。しかし、冷戦
期には 1,000人を超えていた駐留米兵の人数は、2017年 6月末には 200人弱にまで削減され
た(125)。この理由についてラジェス駐留部隊の司令官は、航空機の燃費も良くなり、また、空中給
油も容易となったため、アゾレス諸島の重要性が低下したからだと説明している。一方、地元自
治体は、部隊削減により最大約 1,500人が失業すると予想しており（飛行場のあるテルセイラ島の住
民は約 56,000人）、地元政治家の一部からは経済的打撃を危惧する声も上がっている(126)。

５ 事前集積の強化
ERIの柱の 1つは、装備・物資の事前集積の強化である。この一環として、カーター国防長

官は 2015年 6月 23日に、戦車、歩兵戦闘車、砲などで構成される「ヨーロピアン・アクティビ
ティ・セット」（EAS）をバルト 3国、ブルガリア、ルーマニア、ポーランドに事前集積するこ
とで各国との合意が成立したと発表した(127)。この際に同長官は触れなかったが、ドイツも
EASの受入れに同意している。

EASは 1個機甲 BCT用の物資・装備約 12,000点で構成され、これにはエイブラムス戦車約
90両、ブラッドリー歩兵戦闘車約 140両、パラディン自走砲約 20両などの車両約 1,750両が含
まれる。この物資・装備は各地に分散配備され、ERIの枠組みで米本土から欧州にローテーショ
ン展開する部隊が使用する。2015年夏にはドイツのマンハイム近郊で、同年 12月にはルーマ
ニアのミハイル・コガルニチャヌ空軍基地、ブルガリアのノヴォ・セロ訓練場、リトアニアの
ムマイチャイ（Mumaiciai）近郊の基地で備蓄が開始された(128)。
この計画が報じられた際、ロシアの外務省は、「兵器の事前集積は部隊の常駐に等しく」

NATOロシア基本文書を損なうものだと米国を批判し、「欧州情勢が破壊的な帰結をもたらす
新たな軍事的対決に陥らないことを希望する」と警告するコメントを発表した(129)。しかし、米
国はロシアの警告を半ば無視する形で、事前集積の強化を継続した。2015年 7月には、オディ
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エルノ（Raymond Odierno）陸軍参謀総長が、EASに加え、戦車等の重装備を追加的にドイツに事
前集積したいと発言し(130)、実際に 2017会計年度の ERIの中で新たな事前集積計画が発表され
た。この新計画は「陸軍事前集積ストック」（APS）プログラムを強化するもので、戦車を含む
1個機甲 BCT用の装備・物資と、師団規模の司令部などが使用する装備・物資が新たに欧州に
備蓄される(131)。2017会計年度の ERI予算約 34億ドルのうち、約 18億ドルが APS関連予算で
ある(132)。
EASと APSの違いは、EASがローテーション部隊によって日常的に使用されるのに対し、

APSは有事に備えた備蓄で普段は使用されない点にある。2016年 12月には、APSの一部を備
蓄する施設がオランダのアイゲルスホーフェンに開設された。アイゲルスホーフェンには冷戦
末期から事前集積施設が存在していたが、在欧米軍の削減に伴い 2006年に施設は閉鎖されて
いた。この施設を再整備し、エイブラムス、ブラッドリー、パラディンを含む車両約 1,600両を
備蓄することが計画されている(133)。また、2017年 5月には、2つ目の APSサイトがドイツの
デュルメンでオープンし、3つ目のサイトはベルギーに作られる計画である(134)。これらの措置
により、米陸軍は、欧州に常駐する 2個 BCTとローテーション展開する 1個機甲 BCTなどに
加え、更に 1個機甲 BCTと司令部機構を短期間で欧州に増派することが可能となる。
なお、海兵隊も、1982年からノルウェーの中部トロンハイム（Trondheim）周辺にある 8つの

洞窟に、エイブラムスや水陸両用車を始めとする各種車両、弾薬、燃料などを備蓄している。
海兵隊は、クリミア併合前の 2012年から備蓄装備の近代化と増強に取り組んでおり、これが完
了すれば、約 1.5万人の海兵遠征旅団が 30日間戦闘できるだけの装備・物資がノルウェーに備
蓄されることとなる(135)。

６ 施設の整理統合
ロシアによるクリミア併合後も、在欧米軍は、国防費削減に対応するため、施設の整理統合

による経費節減を継続している。これは、欧州インフラ統合（EIC）プロセスと呼ばれている。
この検討結果に基づく最終的な施設整理統合計画は、2015年 1月 8日に発表された。国防省の
EICプロセス担当者は、軍の作戦遂行能力に悪影響を与えない範囲内で計画を決定したと断っ
た上で、今回の計画の実施には総額 14億ドルが必要となるが、整理統合が完了すれば年間 5億
ドルの経費が節減されると説明している(136)。
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この計画で注目を集めたのは、施設の整理統合そのものよりも、それと抱き合わせで、2個
F-35A飛行中隊と兵員約 1,200人を 2020年からイギリスのレイクンヒースに配備するとの決
定であった。一方で、これまでレイクンヒースに駐留していた HH-60Gペイブホーク戦闘捜索
救難ヘリを運用する 2個救難飛行中隊は、イタリアのアヴィアノに移転する(137)。施設の整理
統合については、ドイツを中心に欧州各国に点在する 15施設が閉鎖・返還される。その多くは
小規模施設であるが、イギリスでは比較的大規模なミルデンホール空軍基地が返還されること
となった。ミルデンホールに駐留する部隊（KC-135、MC-130J、CV-22などと兵員約 1,200人）の大
部分は、2020年以降にドイツのラムシュタインとシュパンダーレムに移転する予定である。さ
らに、これと玉突きの形で、シュパンダーレムの第 606航空管制飛行団（約 300人）がアヴィア
ノに移転する。また、比較的小規模なイギリスのアルコンベリー空軍基地とモレスワース空軍
基地を 2022年に返還し、それらに駐留する情報部隊及び支援部隊の計約 1,200人を、同じくイ
ギリスのクロートン空軍基地に集約することも決定されている(138)。
ただし、EICプロセスにもクリミア併合の影響が及んでおり、欧州軍は戦略環境の悪化を踏

まえ、計画を見直しているところである(139)。また、東欧を中心として、ERI予算を活用した施
設の改修も進んでいる。例えば、ルーマニア中部のチンク（Cincu）にある演習場では、ERI予算
から約 2300億ドルを投じて戦車用の大規模射撃訓練場や弾薬庫の整備等が進行中である。ブ
ルガリアのノヴォ・セロ訓練場でも同様の取組が行われており、さらに、米国はポーランドや
バルト 3国などの訓練場の改修も支援している(140)。

おわりに

冷戦期を通じて、在欧米軍の最大の役割は、ソ連による攻撃の抑止であった。しかし、冷戦
が終結し、ソ連という最大の敵が消失すると、在欧米軍の役割は不鮮明になっていった。1990

年代の在欧米軍は、旧ユーゴ紛争への対処に追われていた。その間、在欧米軍の戦力は大幅に
削減されたが、ドイツに配備された重装備の地上部隊を主力とする態勢に変化はなかった。そ
の後、2000年代に入ると、在欧米軍の主要任務は、欧州ではなく、中東で行われている軍事作
戦を支援することへと移行した。一方で、ブッシュ政権による部隊再編が進展し、欧州陸軍の
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主力装備は、戦車からストライカーへと代わった。これは、近代的な軍隊との大規模な戦闘よ
りも、テロや地域紛争への即応が優先された結果である。
オバマ政権も、当初はブッシュ政権と同様の方針に基づく再編を進めていた。しかし、2014

年 3月のロシアによるクリミア併合を受け、方針の大転換が行われた。米国、そして NATO諸
国は、再びロシアを現実的な脅威と認識するようになり、ロシア軍との戦闘を視野に入れた軍
の態勢見直しを開始したのである。そこで重視されているのは、NATO東部への即応展開と、
ロシア軍に対抗可能な重装備部隊である。この結果、一旦は欧州から姿を消した米軍の戦車が、
クリミア併合後に再び欧州へと展開した。
とはいえ、クリミア併合後の在欧米軍再編は、ロシアの行動をきっかけとして半ば反射的に

開始されたものである。プレゼンスの強化は、主として常駐ではなくローテーション展開によ
り行われているため、方針転換も容易である。NATO諸国も、ロシアとの戦争が現実に差し
迫っていると考えているわけではなく、在欧米軍の兵力構成や配置は対露関係の行く末により
左右されるであろう。一方で、テロリストや武装勢力との戦いを 10年以上の長きにわたって
遂行してきた米軍にとって、中露のような軍事大国による挑発的行動に対抗できる態勢の再構
築は、極めて重要な課題となっている。そのため、近代的軍隊との戦闘に備えた態勢の整備と
いう基本方針は、今後も維持されると思われる。

（ふくだ たけし）
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別表 略語一覧

EIC: European Infrastructure Consolidation

拡大前方プレゼンスeFP: enhanced Forward Presence

ヨーロピアン・アクティビティ・セットEAS: European Activity Set

黒海ローテーション部隊BSRF: Black Sea Rotational Force

旅団戦闘チームBCT: Brigade Combat Team

アクティブ防護システムAPS: Active Protection System

陸軍事前集積ストックAPS: Army Prepositioned Stocks

接近阻止・領域拒否A2/AD: Anti-Access/Area Denial

MD: Missile Defense

包括的共同作業計画JCPOA: Joint Comprehensive Plan of Action

情報・監視・偵察ISR: Intelligence, Surveillance and Reconnaissance

大陸間弾道ミサイルICBM: Intercontinental Ballistic Missile

グローバル・ポスチャー・レヴューGPR: Global Posture Review

地上配備型ミッドコース防衛GMD: Ground-Based Midcourse Defense

欧州安心供与イニシアティヴERI: European Reassurance Initiative

欧州段階的適応アプローチEPAA: European Phased Adaptive Approach

欧州インフラ統合

RAP: Readiness Action Plan

4年ごとの国防見直しQDR: Quadrennial Defense Review

常設合同理事会PJC: Permanent Joint Council

海外緊急作戦OCO: Overseas Contingency Operations

NATO即応部隊NRF: NATO Response Force

NATO・ロシア理事会NRC: NATO-Russia Council

NATO兵力統合ユニットNFIUs: NATO Force Integration Units

負傷兵後送MEDEVAC: Medical Evacuation

ミサイル防衛

高度即応統合任務部隊VJTF: Very High Readiness Joint Task Force
無人航空機UAV: Unmanned Aerial Vehicle
戦略兵器削減条約START: Strategic Arms Reduction Treaty

危機対応特殊目的海空地任務部隊SP-MAGTF-CR: Special Purpose Marine Air-Ground Task Force -
Crisis Response

即応行動計画


